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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
　アベノミクスは、成果を上げたように見えるのだが・・・。
あっという間に12月、師走を迎え何となくあわただしさを感ずる今日この頃である。今年もふり返れば、いろいろなことがあった。何よりも、昨年末の解散・総選挙によって政権交代が起き、第二次安倍内閣が発足した。アベノミクスという経済政策が結果として功を奏したようで、黒田日銀総裁による異次元緩和政策もあり、為替相場が円高から円安へと転換し、それに引きずられるように株価も上昇し、公共事業費の増額も加わり、何とか景気の一時的な回復につながったようだ。デフレの方も、円安要因による海外からの輸入品価格の高騰という交易条件の悪化により、物価がマイナスからプラスへと転化しつつある。
とはいうものの、民間の設備投資の力は依然として弱く、賃金水準の伸び悩みもあってか、内需の拡大も進んでおらず、今後のアベノミクスの展望はまことに弱々しい。来年4月1日から消費税の8%への引き上げは何とか決めたものの、2015年10月から10%への再度の引き上げが「社会保障・税一体改革」の工程表通り実現できるのかどうか、「上げ潮派」の安倍総理の下では、まことに疑わしくなってきたようだ。今は、何とかアメリカのQE3継続による影響で円安が進展しているため、株価の上昇が続いているようだが、日本経済の成長という観点からみると、民間設備投資の拡大による雇用増加・賃金上昇による内需拡大という好循環には到底至っていない。
政府の設置した専門家チームが「逆所得政策」を提言
賃金上昇ということに関して、内閣府に設置された『経済社会構造に関する有識者会議の日本経済の実態と政策の在り方に関するワーキンググループ』の下に置かれた「経済の好循環実現検討専門チーム」(吉川洋座長)の「中間報告」が、11月22日に公表された。そこでは、日本だけがなぜデフレに陥ったのか、吉川座長の持論である「名目賃金がアメリカやＥＵでは物価上昇率以上に上昇しているのに、日本だけが物価が下落している以上に下がっていること」を指摘し、今後求められる対応策として次の3点を打ち出している。
1 デフレ脱却のためには、これまでに例を見ない「逆所得政策」も活用しつつ、「賃金の上昇」を実現することが重要である。賃金上昇が需要を増やし、さらなる企業収益改善につながるという好循環を実現するために必要との共通認識を醸成し、早期にデフレマインドと悪循環から脱出すべきである。
2 好循環を持続的な成長につなげていくためには、生産性を向上させることが不可欠である。その際、生産性の上昇を通じて付加価値を高め、単価を引き上げながら需要を創出することが重要である。一方、政府は成長戦略の実現を通じて、長期的に見て生産性とイノベーションを活性化する環境を整備し、企業による人的投資や知的資本の拡大を促す必要がある。
3 非正規雇用労働者の拡大は、人的資本蓄積の停滞を通じて、長期的に見て生産性とイノベーションの低下、ひいては中長期的な成長力の低迷につながるおそれがある。正規雇用の受け皿を拡大するため、多様な正社員の形態を職場ニーズに応じて普及するとともに、非正規雇用労働者の能力開発の推進や能力に応じた適切な処遇など、処遇改善に向けた取り組みが必要である。さらに、生産性の高い分野に人材を失業なく労働移動させることが必要である。
ちょっと長い引用で恐縮だったのだが、賃上げと雇用の安定・能力開発の推進と言った課題が提言されている。惜しむらくは、社会保障の充実という項目が入ることによって雇用の増大・内需の拡大、とりわけ限界貯蓄性向の高い高額所得層から限界消費性向の高い中・低所得層へ所得再分配することの効果も考えていればベストなものになったと思うのだが、そのような考え方を追求する社会的・政治的勢力があまりにも弱すぎるのだろうか。そうは言っても、この提言はまことに重要なポイントを突いたものになっており、政労使会議などで労働側は、経営側を追及する際に重要な武器として活用していくべきだろう。
社会保障の充実と賃上げによる内需拡大こそデフレ脱却の途
来年４月からは消費税率が5％から8％へと3％上がることになったわけで、おそらく消費者物価の方も3％とまではいかないまでも2％以上は上昇すると想定される。そうなれば、賃金水準も2％以上上がらなければ実質賃金が下落し、内需の縮小からデフレ脱却にとってマイナス要因となることは間違いない。その際、定期昇給は賃金ベースの維持であり賃上げではないわけで、定昇込みの賃上げとしては4～5％を勝ち取らねばならない。だが、連合は今のところ１%の賃上げしか要求しておらず、せっかくのチャンスを失ってしまいそうである。政府は、5兆円の景気対策を打ち出すようだが、一時的なカンフル剤の投与だけでは不十分であり、確実に需要がある社会保障分野の拡充と国民の生活水準の引き上げに通ずる賃上げが必要になっている。
労働組合は、今こそかつての「春闘」を再開し、単なる大企業の正規雇用労働者の賃上げだけでなく、非正規を含む未組織労働者にまで視野に入れ、まさに国民的な輿望を担って堂々とたたかいを再開していくべき時を迎えているのではなかろうか。
請願法には、天皇に対する請願もできることになっている
ちょっと古い話に戻るのだが、10月に開催された秋の園遊会で、今年の7月の選挙で参議院議員に当選した山本太郎議員が、天皇陛下に直接手紙を渡したことが問題になったことを記憶されているだろうか。こうした行動が、天皇の政治的利用にあたるのではないか、といった批判などが向けられていたようだが、正直言ってそれほど話題にすることもないのではと思っていた。ところが、先日友人から「請願法」という昭和22年3月13日に制定された法律があり、その中の第3条以下には次のように書かれていることを、恥ずかしながら初めて知るに至った。
「第3条　請願書は、請願の事項を所管する官公暑にこれを提出しなければならない。天皇に対する請願書は、内閣にこれを提出しなければならない。
　　　（中略）
　　第5条　この法律に適合する請願は、官公暑において、これを受理し誠実に処理しなければならない。
　　第6条　何人も、請願をしたためにいかなる差別待遇も受けない。
　　附則
　　　　この法律は、日本国憲法施行の日から、これを施行する。」
何と、請願の対象には天皇に対する請願も含まれているのだ。それは、請願権を保障した日本国憲法の施行の日から施行されているのだ。山本太郎議員の行動は、きちんと文書で氏名と住所（住所の無い場合は居所）を書いて提出すれば、受理され誠実に処理されることになっているのだ。とやかく批判されるどころか、法律で堂々と天皇に対する請願権が国民に保障されているわけだ。
われわれは、もう少しこのような権利を行使できることに思いを致す必要があるのではないかと思う。もちろん、天皇の政治的利用は禁止されているわけで、何を請願するのかについては余程熟慮されたものにしなければならないことは言うまでもない。まさか、天皇に対する請願権が存在しているとは知らなかっただけに、この法律を見た時は率直に驚いた次第である。
コメ減反廃止と書くマスコミ各紙は、正確に事態の報道を
特定秘密保護法案の強行採決の動きに目が向いているせいか、ほかの問題にはなかなか気が付かないうちに、いろいろな動きが進み始めているようだ。TPPもその一つなのだが、最大の問題になると見られていた農業の自由化に関連して、あたかも政府がコメの減反廃止に向けて動き始めたかのように書かれた記事が、大きく全国紙の紙面をにぎわせていた。10月末ごろだっただろうか。本当に減反廃止になるのか、と思いきや、民主党政権時代の戸別所得補償を廃止して、減反面積に応じた補助金は残るし、政権交代前の自民党農政に戻して、米粉や飼料用など非主食用にむけられるコメを作付けさせ、それを減反(転作)と見做して減反補助金とし、その価格を引き上げようとするものなのだ。
減反廃止どころか、まさに減反強化策が展開されようとしているのだ。そのうえ、米価が下がると補填をする対象農家の規模要件が４ヘクタール以上となっていたものを廃止し、小規模農家やその集合体である集落営農参加者でも受けられるようにする方針とのこと。これでは農地は主業農家に集約できず、農業の構造改革は一向に進展しないことになる。まことに、自民党農政族のやりたい放題の「改革」という名の改悪がまかり通っているのだ。マスコミ各紙は、このような事実を正しく国民に報道する義務があるのではなかろうか。
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